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日本のビジネスと
人権に関する課題
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国際社会においてビジネスと人権に関する法制化
という流れがある中で、日本企業がグローバルな基
準においてどのような評価がされているのかについ
て検討してみたいと思います。

図1 は法務省人権擁護局がまとめた「今企業に
求められる『ビジネスと人権』への対応」という報告
書ですが、賃金の未払い、過剰・不当な労働時間、労
働安全衛生、社会保障、各種のハラスメント、結社の
自由、外国人労働者の権利、テクノロジー・AIに関す
る人権問題、プライバシーの権利、消費者の安全と
知る権利など、企業活動に伴い発生し得る人権に関
する25種類のリスクについて解説されています。

もちろん、この25種類に限られるものではありませ
んが、企業が人権リスクを検討する入り口にはなるか
と思います。

事例① 技能実習生　
2017年に「ガイアの夜明け」というテレビ番組に

おいて技能実習生の問題が取り上げられ、大きな反
響を呼びました。問題となった企業は、取引先の工場
において技能実習生が劣悪な労働環境で働かされ
ていることを指摘されたにもかかわらず、取引先の問
題であり自社とは関係ないという対応を取ったため、
消費者から批判が寄せられたというものです。この
件は、社会が求める企業の責任の範囲が拡大して
いることを認識させた例だと思います。
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事例② �海外サプライチェーン 
～タイ鶏肉産業における強制労働～

これは私がNGOとして関わったケースですが、
ミャンマー人労働者が強制労働させられていたタイ
の工場から出荷された鶏肉が、日本の大手企業にも
供給されていたという事例です。このケースは、国内
のサプライチェーンの問題だけでなく、海外の拠点
での外国人労働者の問題にも大きな人権リスクがあ
ることを示すものです。

事例③ �コロナ禍の事例　 
～マレーシアのゴム手袋～　

海外の事例になりますが、マレーシアのゴム手袋
メーカーにおいて、2020年11月以降新型コロナウイ
ルスのクラスターが発生し、5000人以上の従業員
が感染しました。コロナ禍で工場の稼働が制限され
る一方で、医療用などで急増したゴム手袋の需要を
まかなうために操業を続けることにより、従業員が人
権リスクにさらされました。本件については、アメリカ
では強制労働という認定がされて、輸入禁止措置が
採られました。

コロナ禍における劣悪な労働環境の影響を受け
た労働者には、非常に多くの外国人や移民が含まれ
ていました。外国人労働者や移民労働者は平時から
社会的に脆弱な立場に置かれており、ビジネスと人権
において人権リスクが高く、コロナ禍のような突発的

で予期せぬ出来事が起きたときに、通常の労働者より
も大きく影響を受けてしまうという実態があります。

企業の対応例５

① 技能実習生に対する強制帰国の疑い
トオカツフーズという企業で働いていた技能実習

生が強制帰国をさせられた疑いがあるという主張が
された事案について、直接の雇用主であるトオカツ
フーズに加えて、同社から調達をしていたファミリー
マートとスターバックスコーヒージャパンに対して、私
が関わっていた、ビジネスと人権リソースセンターと
いう国際人権NGOが、企業としての対応について
回答を求めました。

ファミリーマートの回答は、同社が人権方針を出し
ており、取引先とともに実態把握に努めて人権侵害
がなかったか確認し、今後も人権尊重に取り組んで
いくというものでした。スターバックスコーヒージャパ
ンの回答も、グローバル人権宣言を定めており、サプ
ライヤーに対してはサプライヤー行動規範の順守を
求めた上で、日頃から遵守してもらうための取り組み
をしているというものでした。

これらのやりとりはウェブ上で全て公開されている
ので、企業側で取引先に関する人権侵害について

図1
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質問を受けた場合や、労働者側として企業に対応を
求めていく場合に参考にしていただければと思いま
す。

② 技能実習生の過酷な労働環境
2019年6月にNHKのドキュメンタリー番組におい

て、今治タオルの工場での技能実習生の過酷な労
働環境について報道されました。今治タオル工業組
合は、その報道を受けて、当該工場は同組合の組合
員ではないが組合員等の縫製の下請け企業である
と説明しました。その上で、同組合は、それまでは組
合としては特に定めていなかったサスティナビリティ
調達方針等を策定し、ブランドとしてしっかりと技能
実習生の問題にも取り組んでいくことを表明しまし
た。今治タオルというブランドとして問題にきちんと
取り組む姿勢を示すことが重要であり、それが社会
的な責任であるという判断をしたのだと思います。今
治タオルの事案は、先に紹介した2017年の『ガイア
の夜明け』において問題とされた件と異なり、すぐに
対応したという点はビジネスと人権に関する状況の
変化を表すものだと思います。

企業の実践具体例６

① ANA
ANAは、2018年に日本企業として初めて独立し

た人権報告書を出しました。2020年の人権報告書
の中でも、人権デューディリジェンスの結果、重要な
人権のテーマとして日本における外国人労働者の
労働環境の把握ということを挙げています。

② 帝人
帝人ではサプライチェーン全体で人権尊重を実践

するために、取引先に人権尊重への取り組みを求め
ており、人権・労働項目の1つとして外国人労働者を
挙げています。

帝人がユニークなのは、外国人技能実習生制度
を活用して実習生を採用してきたところ、社内調査に
より実習生が自国で多額の手数料を負担して来日し
ていることが判明すると、受け入れる工場側で手数

料を払うことで実習生の手数料負担をなくす「ゼロ
フィー・プロジェクト」というものを2016年に開始した
ことです。

技能実習制度における人権問題上の大きな課題
が出身国における手数料の問題であり、これは国際
労働機関（ILO）などでも基本的には企業が負担す
べきだと言われています。ただ、実際に企業が代わり
に支払うケースは、海外の企業ではありますが、日本
の企業としてここまで取り組みを進めているのは、現
時点で私が知る限りでは帝人だけではないかと思い
ます。

③ マルチステークホルダーによる取り組み
サプライチェーンにおける人権問題は企業が個別

に取り組むことが難しい場合もあるので、複数のス
テークホルダーによって共同で取り組むことも重要
です。

その取り組みの1つとして「責任ある外国人労働
者受入れプラットフォーム（JP-MIRAI）」という活動
があります。JP-MIRAIは東京弁護士会と連携し、
外国人労働者専門のADRセンターを設置準備中で
あるという点でユニークな取り組みかと思います。

各単位会の中でこのような取り組みに関心を持つ
弁護士が増えていくことは、各地域で就労・生活して
いる技能実習生をはじめ、個々の外国人労働者の権
利擁護という観点からも重要であると思います。

そのほか、2018年から活動しているビジネスと人
権ロイヤーズネットワークという私が関わっている有
志の弁護士等の団体では、外国人労働者弁護団、
外国人技能実習生問題弁護士連絡会と共同で
2018年8月に「サプライチェーンにおける外国人労
働者の労働環境改善に関するガイドライン」を発表
しました。

これは、外国人労働者が直面しやすい人権リスク
に対する企業の取り組みを促進するために、様々な
バックグラウンドを持つ弁護士が中心となり、企業、
労働組合、移民労働者や外国人労働者を支援する
NGOなどへのヒアリングなどを踏まえ策定したもの
です。このガイドラインは公開されており、行動原則、
モデル調達基準、対話・協働のための実務指針から
構成されています。
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企業に対する
ベンチマーク

７

ビジネスと人権について企業の取り組みを評価す
る2つのよく参照されるベンチマークを紹介したいと
思います。

① コーポレートヒューマンライツベンチマーク
これは、ビジネスと人権に関する国際的なイニシア

チブであるコーポレートヒューマンライツベンチマーク
（Corporate Human Rights Benchmark）です。

図2 の左側の表は2019年のスコアです。日本企業
が下線（初の評価）と波線（スコア上昇）で表示され
ていますが、スコアとしてはかなり低いものでした。右
側の表は2021年のものになりますが、26点満点中、
半分にまで達していない企業の方が多いことが分か
ります。

日本企業においては、数年前と比べれば人権に対
する取り組みの認識は上がっており、少しずつよい実
践例も出てきていると思いますが、やはりグローバル
基準と比較するとまだまだ改善の余地が大きいと言
えます。

② KnowTheChain
こちらは強制労働のリスクが特に高いICT、食品、

飲料、アパレル・フットウェア部門の企業の取り組み
を評価するベンチマークです。

図3 はアパレル・フットウェア部門の評価であり、
日本企業としてはファーストリテイリングとアシックス
が対象となっています。この部門に関しては、前編で
紹介したラナプラザビル倒壊事故のように、以前か

図2

図3
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ら非常に批判を受けていたということもあり、日本企
業の取り組みも比較的進んでいると言えます。

図4 は食品、飲料部門ですが、日本企業はまだス
コアリングとしては下位の方に固まっている状態です。

図5 は2020年のICT部門におけるアジア企業
を抜き出したものです。サムソンが69点と突出した
高評価を得ている一方で、日本企業の人権への取り
組みはまだまだ低評価であることが分かります。

日本企業と海外企業の評価に差がつく原因につ
いては、人権方針を作成している日本企業は多いも
のの、人権デューディリジェンスを効果的に行ってい
るのか、労働者に対する窓口が開かれているのかと
いった具体的な行動との間にギャップがあるというこ
とが指摘されています。

NAP（国別行動計画、ナショナル・アクション・プラ
ン）のフォローアップとして、2021年に経済産業省と
外務省が共同で「日本企業のサプライチェーンにお

ける人権に関する取組状況のアンケート調査」を実
施しました。2021年8月末時点での東証一部・二部
上場企業等2786社を調査対象としましたが、回答
があったのは760社だけでした。更に、その中で人権
デューディリジェンスを実施していたのは、半数を僅
かに超えた52％にあたる392社でした。人権デュー
ディリジェンスを実施していない理由は、実施方法が
分からないといったものであり、企業として最初の一
歩がなかなか踏み出せていない状況が浮き彫りにな
りました。また、人権デューディリジェンスを実施して
いる場合でも、対象は自社や国内がほとんどで、海
外の取引先までとなると途端に少なくなっています。
日本企業の多くは、サプライチェーンの人権問題や
そこで働く移民労働者の人権リスクにきちんと取り
組めていない可能性が高いと言えます。

このアンケートに回答した企業からは、政府・公的
機関に対して、ガイドラインの整備や好事例の共有

図5

図4



7NIBEN Frontier   2023年3月号

講演録 外国人事件に関する研修 ～ビジネスと人権～（後編）

をしてほしいという要望が多く寄せられました。それ
を受けて、2022年3月に経産省が「サプライチェーン
における人権尊重のためのガイドライン検討会」とい
うものを設置して検討を進めています。このガイドラ
インについては企業の関心も非常に高いものなの
で、策定されたらぜひご覧いただければと思います。

そのほか、2021年にコーポレートガバナンス・コー
ドが改訂され、「人権の尊重」というワードが入ったこ
とも、企業の中で人権の重要性についての認知度が
上がったと評価されています。

更に、現政権において岸田首相が推し進めている
「新しい資本主義」という概念の中でも人権が重要
な要素として挙げられています。政府の政策におい
ても、企業の持続可能性という観点からの人権の重
要性が徐々に注目されていると言えます。

人権取組のポイント8

（1）対話・救済、苦情処理制度
1つ目は救済が非常に重要だということです。人

権デューディリジェンスを行う目的は、人権侵害を適
切に救済し、ゼロにはできないとしても、できるだけな
くしていくことにあります。そのため、人権を侵害され
た被害者が確実にアクセスできる窓口や仕組みづく
りをすることが非常に重要です。

（2）情報開示
2つ目は、企業が人権尊重に対する責任を果たす

ための情報開示の重要性です。今回は企業の事例
をいくつかご紹介しましたが、全体として日本企業の
人権に関する取り組みの情報開示はまだまだ不十
分です。しかし、例えば、今後、有価証券報告書にお
いて男女別の賃金水準の開示が義務化されるとい
うことで、リスクを把握し、それを開示することによっ
て企業として透明性と説明責任を確保できることに
なります。

（3）ステークホルダーエンゲージメント
人権リスクを特定、評価する上で、事業活動によっ

て潜在的、あるいは現在影響を受ける当事者の声を
聞くのはもちろん、人権リスクへの取り組みを検討す
る際も、当事者の声が十分に反映されるように、全て
のプロセスにステークホルダーを巻き込むことが重
要となります。企業が、労働組合や労働者の権利擁
護に取り組んでいるNGOなどから話を聞いて、問題
や実態を把握し、企業の取り組みとして何が必要な
のか検討する必要があります。その場合に、弁護士
が、企業とステークホルダーの対話にモデレーターと
して参加することは、弁護士活動との親和性がある
と感じています。

ビジネスと人権とSDGsとの関係についてですが、
図6 のとおり、17あるSDGsのゴールの中身は人権

そのものであり、ビジネスと人権はSDGsへの取り組
みの大前提です。したがって、企業がSDGsについて

図6
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新たなプロジェクトを打ち立てる前に、まずは、社内
の就業環境、取引先との関係、調達先の人権問題な
ど、ビジネスと人権の観点から事業全体を見直すこ
とで十分SDGsのゴールへの貢献になります。逆に、
その点を見直さないまま「SDGsに貢献している」と
言っても、それは「SDGsウォッシュ（実態が伴ってい
ない、うわべだけのSDGs活動）」という批判を浴び
かねません。

最後に9

（1）�今後重要性が高まる2つのテーマ
1つ目は「気候変動と人権」です。気候変動はとり

わけ脆弱な人々の人権（食糧、資源へのアクセス、
住居、教育など）を侵害するため、企業は温室効果
ガスの削減について取り組む必要があります。気候
変動と人権に関する訴訟というのは世界各地で起き
ており、気候変動について企業や国家がどのような
責任や義務を負うのかということも、法的な観点から
見ても興味深いと思います。

2つ目は「テクノロジーと人権」です。AIの機械学
習のもととなる親データの基礎とするデータに現存
する人種やジェンダーに関するバイアスがあることな
どによって、差別を助長する恐れがあります。そのた

め、外国人をはじめとするマイノリティーの権利との
関係は、ビジネスと人権の中でも重要なテーマかと
思います。

（2）�国連開発計画（UNDP）のビジネスと 
人権のプロジェクト（概要は 図7 のとおり）

このプロジェクトでは、日本企業の進出先である
17カ国を対象として、それぞれの国において日本企
業が事業活動をする上で、企業とそのサプライヤー
が直面する人権リスクを検討し、その人権リスクに取
り組むための人権デューディリジェンスの研修を支援
します。このプロジェクトが、日本企業が国内外のサ
プライチェーンにおいて、外国人労働者や移民労働
者の人権問題といった人権リスクの取り組みを進め
る1つのきっかけになってほしいと思います。

質疑応答

質 問 クーデター等の場面に起こり得る「責任
ある撤退」に関して、具体的にそのような状況に
置かれる企業にどのような助言をするのがよいの
でしょうか。人権デューディリジェンスの強化に
ついて、通常の人権デューディリジェンスと比し
て特に注意が必要な点はありますか。

回 答 今回お話ししたのは、いわゆる平時にお

図7
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ける通常の事業活動の中での人権デューディリ
ジェンスに関するものです。他方、最近、重要性
の認識が高まっているのが、紛争影響地域におけ
る人権デューディリジェンスの強化（Heightened 
Human Rights Due Dilligence）というテーマ
です。
　例えばミャンマーやロシアといった、紛争影響
地域における事業活動は、何らかの形で紛争に影
響を及ぼしうると言えます。そのため、企業は事
業活動にどのように取り組むのか、また、その事
業活動がどのように人権リスクに関係しているか
を考えることが、人権デューディリジェンスの強
化に重要であると言われています。
　私が関わっているUNDPのビジネスと人権の
プロジェクトにおいて、企業向けのガイドを出し
ました。企業のサプライチェーンにおいて人権問
題がある場合、取引を停止しても人権侵害や人権
リスクがなくなるわけではないため、まずは企業
が自社の影響力を行使することで、できるだけ取
引先における人権侵害にも取り組むことが最初の
ステップです。
　ただ、どれだけ取り組んだとしても人権侵害が
なくならない、あるいは自社の影響力が限定的で
ある場合には、取引を停止するということも、最
後の手段として検討しなければならないと言われ
ており、紛争影響地域においては「責任ある撤退」
と呼ばれています。ここでの「責任ある」の意味は、
企業が撤退することによって、雇用が失われたり、
ほかの事業者に変わることでむしろ人権侵害を悪
化させる恐れがあったりと、様々なリスクが考え
られることから、企業は継続によるリスクと撤退
によるリスクをきちんと評価しなければならない
ということです。
　これは非常に難しい問題ですが、ミャンマーに
ついては、企業の判断に関する具体的な事例がい
くつかありますので、各自でご覧いただければと
思います。

質 問 日本企業の経営者に人権問題を理解して
いただくには、どのような働きが必要でしょうか。

回 答 何か正解があるわけではなく、私も試行
錯誤しています。例えば調達やコンプライアンス

といったいろいろな部署のうち、人権問題に取り
組む必要のある部署のメンバーと経営者がコミュ
ニケーションを取る中で、経営者に対して人権問
題への取り組みが必須であるという認識をもって
いただくアプローチがあると思います。その場合
に、ESG（環境・社会・ガバナンス）、経産省の
ガイドライン、いわゆる新しい資本主義というよ
うな、経営者が注目する話題と人権がどのように
関連するのか、あるいは人権問題に取り組むこと
が企業価値にも反映されるといった実例などを挙
げて繰り返し説明することで、だんだんと経営者
の理解も深まっていくのではないかと思います。
　また、ダイバーシティー・エクイティー &イン
クルージョンの観点から、女性や環境・気候変動
の専門家が社外取締役として登用されるケースが
増えてきたと思います。そのような社外取締役と
コミュニケーションをしつつ、取締役会の議題と
して人権問題についてディスカッションしてもら
うというアプローチもあるかと思います。

質 問 人権リスクのデューディリジェンスと経
営リスクのデューディリジェンスは別物であり、
人権リスクを評価する際に経営リスクを考慮すべ
きではないという考え方は、まったくその通りだ
と思います。一方で、書店に行くとESGやSDGs
を経営に生かすというようなタイトルの書籍が多
数並んでおり、人権活動が経営改善につながるの
かという視点で考える傾向にあるように思えるの
で、そうではないということを理解させるために
どのような説明をすればよいでしょうか。

回 答 例えば、現状、サプライチェーンの問題
を日本の裁判所で提訴したとしても、残念ながら
ほぼ認められないと思います。その場合、弁護士
が「敗訴するリスクはあまりない。」と法的なア
ドバイスをしてしまうと、経営上のリスクが低い
とみなされる可能性があります。
　ただ仮に日本の裁判所では認められないケース
であっても、それが強制労働や生命侵害のような、
回復困難な人権侵害であれば企業として取り組む
必要があるという意味で、ビジネスと人権につい
て、経営リスクの視点ではなく人権リスクの視点
で見なければならないわけです。
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　経営リスクと人権リスクがある種対立するとい
うか、必ずしも同じベクトルではないときに、人
権リスクを優先して人権の負の影響に取り組むと
いうことは経営の改善につながると思います。事
業に関わる人々の生活や、労働環境が改善される
のであれば、中長期的に見れば、それが企業の将
来的な投資となり、経営の改善や持続可能性につ
ながるというところを強調した上で、経営の観点
からの人権への取り組みの重要性をとらえれば、
指導原則の議論ともマッチするのではないかと思
います。

質 問 企業法務における法務デューディリジェ
ンスについては、弁護士が行う調査項目や検討要
素などについて、欧米の調査項目やリポートの内
容を輸入して、日本でも定着していったという経
緯があると理解しています。人権デューディリ
ジェンスについても、輸入に値するような先行し
ている諸外国におけるモデル的なリポートや、実
施方法についてのマニュアルなどは存在するので
しょうか。

回 答 OECDのデューディリジェンスガイダ
ンス、EUなどが出している強制労働に関するガ
イドライン、各国の政府がデューディリジェンス
法制化に際して出しているQ&A集などを活用で
きると思います。
　また、NGOによる企業の人権リスクアセスメ
ントを行ったリポートや、イギリスやオーストラ
リアが現代奴隷法によって一定の規模の企業に対
して強制労働に関する取り組みの報告書を毎年出
すように義務づけているものもあります。そのよ
うなリポートなどを読むと、具体的なデューディ
リジェンスのプロセスや、どのようことをリスク
とみなして取り組んでいるのかなどについて、か
なり具体的なイメージがわくのではないかなと思
います。
　契約との関係では、米国法曹協会（ABA）がビ
ジネスと人権に関するモデル条項を出していま
す。また、日弁連が出している人権デューディリ
ジェンスの手引きも非常に具体的で参考になると
思います。

質 問 グローバル企業や日本のトップ企業など
がビジネスと人権に向き合って対応を迫られてい
る状況はよく理解できるのですが、対応能力が十
分ではない中小企業にも同様の課題があると見る
べきなのでしょうか。

回 答 大企業の取り組みは、結果的に大企業が
取引先に対して人権の取り組みを求め、その取引
先が更にその取引先に対して求めていくというよ
うに、遡っていく構造になっています。そのため、
中小企業がビジネスと人権の問題に取り組むとい
うことは、取引先において評価をされることにつ
ながります。
　逆に言えば、人権の問題に取り組まなければ、
今後、取引先と取引継続できなくなる恐れもでて
くると思います。また、地方の金融機関などは、
SDGsやESGに関する取り組みをかなり積極的に
押し進めています。中小企業がそのような金融機
関をメインバンクとしている場合に、融資の1つ
の要素として、人権の取り組みを求め始めている
状況があるので、中小企業にとっても影響が大き
いと思います。更に、外国人も含めて、今後の人
材の確保という意味でも、中小企業にとっても非
常に関連性が高いテーマだと思います。
　また、大企業ですと非常に細分化されてしまい、
どこで何がどれだけ進んでいるのか見えづらいと
いうところがあります。他方、中小企業では、迅
速に対応したり、意見を吸い上げやすいというよ
うなアドバンテージもあることから、むしろ中小
企業の方からグッドプラクティスがたくさん出て
くるのではないかと思っています。�


